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　五所川原市教育委員会は、五所川原市ふるさと交流圏民センターの設置目的を効果的かつ効率的に達成するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４４条の２第３項及び五所川原市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年五所川原市条例第６５号。以下「手続条例」という。）第２条第１項の規定により、下記のとおり五所川原市ふるさと交流圏民センターを管理する指定管理者の候補者を募集する。

Ⅰ　施設の概要
　１　名称及び位置　

	名　　称
	所在地

	　五所川原市ふるさと交流圏民センター
	五所川原市字幾世森２４番１５号　　　　　　　　　　　　　　　　　


　２　施設の設置目的

五所川原市ふるさと交流圏民センター（以下「圏民センター」という。）は、芸術文化の振興及び住民福祉の増進を図り、もって五所川原市の発展に資することを目的とする。

　３　施設の規模等

　　（１）敷地面積　　　　　　２８，９１９．６９㎡

　　（２）建築面積　　　　　　４，９５１．８４６㎡

　　（３）延床面積　　　　　　７，０３１．７７５㎡

　　（４）建築構造等　　　　　鉄筋コンクリート造、地上３階地下１階

　　（５）施設の主な内容　　　コンサートホール、ふるさと交流ホール、リハーサル室、
研修室、楽屋７室

　　（６）図面等　　　　　　　別添「五所川原市ふるさと交流圏民センターオルテンシア利用のご案内」中「施設概要」の部分参照（ホームページからこの募集要項等の情報を得る場合は、別添が省略されているので、代わりに「五所川原市公式ホームページ（青森県五所川原市）」にアクセスし、「教育・文化・スポーツ」、「文化」を開き、「ふるさと交流圏民センター」を開いて図面等の情報を得ること。）。

　　（７）建築時期　　　　　　　　平成６年　　１月

　４　施設利用者数の状況

　　　過去３年間の施設利用者数は次表のとおりである。

	年　　度
	利用者数

	平成２９年度
	５５，６１４人

	平成３０年度
	５７，３３５人

	平成３１年度
	４２，２３１人


　　※　各種催事の入場者数である。

５　ホール別利用状況

　　　過去３年間のコンサートホール及びふるさと交流ホールの使用日数は次表のとおりである。

	年　　度
	コンサートホール
	ふるさと交流ホール

	平成２９年度
	９８日／２８１日
	１０８日／２８１日

	平成３０年度
	１０１日／２８４日
	１２２日／２８４日

	平成３１年度
	７５日／１９３日
	７４日／１９３日


　　

　　※　平成２９年度コンサートホールの「９８日／２８１日」は、年間使用可能日数２８１日のうち９８日使用されたことを示す。

　　※　平成３１年度は、施設長寿命化のための大規模改修工事により、使用可能日数及び使用日数が減少した。

Ⅱ　管理運営の条件

　１　管理の基本方針

指定管理者は、圏民センターの設置目的を踏まえ、以下の基本方針に基づいて圏民センターの管理運営を行う。

　　（１）関係法令、条例、規則等を遵守し、圏民センターの設置目的に沿った管理運営を行う。

　　（２）利用者の平等な利用を確保し、差別的取扱いをしないこと。

　　（３）利用者の意見・要望を適切に管理運営に反映し、サービス向上に努めること。

　　（４）費用対効果の高い効率的・効果的な管理運営に努めること。

　２　指定の期間

　　　令和３年４月１日から令和６年３月３１日（３年間）
注１：　指定の期間は議会の議決を経て確定する。

　　　注２：　指定後であっても、指定管理者による管理を持続することが適当でないと認められる場合には、その指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全部又は一部の停止を命じることがある。（法第２４４条の２第１１項）

　３　管理の基準

　　　別添「五所川原市ふるさと交流圏民センター指定管理業務基準書（以下「基準書」という。）」のとおり

　４　指定管理者が行う業務の範囲

指定管理者が行う業務の範囲は、下記に掲げる業務とする（詳細については、基準書のとおり。）。

なお、指定管理者は指定管理業務を一括して第三者に委託することはできないが、部分的な業務については、専門の事業者に再委託することが可能である。

（１）五所川原市ふるさと交流圏民センター設置条例（平成２０年五所川原市条例第２号。以下「設置条例」という。）第４条に規定する業務を行うこと。

（２）圏民センターの利用の許可を行うこと。

（３）あらかじめ五所川原市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の承認を得て、施設の利用の許可を拒み、又は利用を停止すること。
（４）利用料金を指定管理者の収入として収受すること。
（５）利用料金を還付すること。
（６）圏民センター及び圏民センターの備品等維持管理に関すること。
（７）前各号に掲げるもののほか、施設の管理運営に関すること（市長及び教育委員会のみの権限に属する事務を除く。）。
５　自主事業

指定管理者は、圏民センターの設置目的を効果的に達成するため、あらかじめ教育委員会の承認を得て、圏民センターを活用し、自主事業を実施することができる。

なお、自主事業の実施及び当該事業の際の圏民センター使用許可については、他利用の例に拠らず、指定管理者の申請に基づき、教育委員会が許可を与える。

　　①自主事業とは、指定管理者が圏民センター内においてイベントや物販などを開催し、設置条例で定める利用料金以外の料金を利用者から徴収するなどして利益を得る事業をいう。

②自主事業の実施により利益を得た場合、その利益は指定管理者に帰属する。

なお、指定管理に直接関係のない事業の運営費等は指定管理料に含まれないため、自主事業実施に要する経費（自主事業に係る人件費等）も当然ながら指定管理料（後述）には含まれないことに注意する。

③自主事業の実施及び当該事業の際の圏民センター使用許可は、圏民センターの設置目的等に照らして判断されることとなるが、ふさわしくないと判断される事業の場合は、実施を承認せず、及び圏民センターの使用を許可しない。

④自主事業が、本来の業務（指定管理業務）に支障を与えていると判断される場合は、自主事業の改善、中止等を命じる場合がある。

⑤事業計画で提案する自主事業の実施が認められない場合、申請そのものを辞退する可能性がある法人等は、必ずその旨を事業計画書に明示すること。

６　利用料金

圏民センターは、利用料金制かつ承認料金制を採用する。利用料金の額は、設置条例で定める額の範囲内において、指定管理者が教育委員会の承認を得て定めることとなる。

利用者が納入する利用料金は、指定管理者の収入となる。

ただし、利用者の申請により、教育委員会が必要と認めたときは、利用者の利用料金を減額し、又は免除することがある。

利用料金収入の見込額

　　　施設の過去２年間の利用料金収入は次表のとおりである。

	年　　度
	利用料金

	平成３０年度
	　１７，０７１，０３０円

	平成３１年度
	　１２，９２６，１９０円


　　　料金改定等を考慮した上で、施設の単年度の利用料金収入の見込額は次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　１５，５２７，０００円／年度（消費税及び地方消費税を含む。）

７　指定管理料

（１）指定管理料

教育委員会は、圏民センターの管理に要する全体経費から、利用料金収入の見込額を差し引いた額（以下「指定管理基準額」という。）を上限として、指定管理者に対し、指定管理料を支払う。

最終的な指定管理料は、公募時の指定管理者の提案額を基に、教育委員会と指定管理者が協議を行い、指定期間の会計年度ごとに決定する。

全体経費及び指定管理基準額

	年　　度
	全体経費
	指定管理基準額

	令和３年度
	　７６，５７５，０００円
	　６１，０４８，０００円

	令和４年度
	　７６，５７５，０００円
	　６１，０４８，０００円

	令和５年度
	　７６，５７５，０００円
	　６１，０４８，０００円


　　　注１：　全体経費には、圏民センターの光熱水費、施設、施設設備及び備品の修繕費が含まれる。

　　　注２：　指定管理料には、消費税及び地方消費税が含まれる。

（２）支払方法及び経理区分

　　　①支払方法等

　　　　指定管理料は、会計年度ごとに指定管理者からの請求に基づき一括して支払う。

　　　　なお、支払方法、支払時期については、教育委員会と指定管理者との協議で定める。

　　　②経理区分

　　　　指定管理者は、指定管理業務に係る経費とその他業務（法人等の固有業務）に係る経理を区分するとともに、当該経費・収入については、専用の金融機関口座で管理するよう努めなければならない。

（３）返還・補てん

　　　適正な管理運営の下生じた収益については、原則として指定管理者の利益とすることとし、教育委員会は精算による返還を求めない。

　　　同様に、適正な管理運営の下、不足額が生じたとしても、教育委員会は指定管理者に対して補てんは行わない。ただし、災害その他不可抗力に起因して全体経費が予想を大きく上回った場合は、両者協議を行うものとする。

Ⅲ　申請の手続

　１　申請書の提出

　　（１）公募期間及び受付時間

　　　　　令和２年９月１５日（火）から　令和２年１０月１４日（水）まで

　　　　　午前９時から午後５時１５分まで
　　

（２）提出先

　　　　　五所川原市教育委員会社会教育課

　　　　　〒０３７－８６８６　青森県五所川原市字布屋町４１番地１

　　　　　電　話　０１７３－３５－２１１１　内線２９３２

　　　　　ＦＡＸ　０１７３－２３－４０９５

　　　　　E-mail：bunka@city.goshogawara.lg.jp
　　（３）提出方法

上記の提出先へ持参又は送付すること（送付の場合にあっては、１０月１４日午後５時１５分必着とする。）

　　（４）提出部数　

２部（抄本１部、副本１部）

　２　申請資格等

　　（１）申請資格

　　　　　指定管理者の指定申請を行う者は、次の資格要件を満たした者とする。

　　　　　①法人その他の団体であること（法人格は要しないが、個人での応募は不可。）。

②法人にあっては役員、その他の団体にあっては団体を代表する者が、次のいずれにも該当しない者であること。

　　　　　ア　精神の機能の障害により役員又は団体の代表の職務を適正に行うに当たって必　要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者

　イ　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
　ウ　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者（刑の執行猶予中の者を除く。）

　エ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に定める暴力団員

③法人にあっては役員、その他の団体にあっては団体を代表する者が、その責めに帰すべき理由により、法第２４４条の２第１１項の規定に基づく指定管理者の指定を取り消された日に当該法人又はその他の団体の役員若しくは団体を代表する地位にあり、かつ、当該日から２年を経過していない者に該当しない者であること。

④指定期間中、圏民センターを安定して管理運営できる法人その他の団体

⑤市内に本社（本部）、支社（支部）、営業所などの活動拠点を有する法人、団体

⑥法人市民税、消費税及び地方消費税を滞納していない者

　　（２）法第９２条の２、第１４２条、第１６６条第２項及び第１８０条の５第６項に規定される請負に係る兼業禁止の趣旨を踏まえ、特に必要があると認められる場合を除き、指定管理者の指定申請にあっても法が禁止する兼業となる法人その他の団体は、申請資格がないものとする。

　　　　注：　法が禁止する兼業となる法人その他の団体とは、法の規定及び解釈の例による。

　（３）グループ申請を行う法人等に関する留意事項

　　　　①複数の法人等がグループを構成した申請を行う場合には、グループの代表となる法人等を含め、当該法人代表等が申請を行うものとする。

　　　　　なお、代表となる法人等は当該グループでの責任割合が最大であることを要する。

②グループ構成員となる法人等の全てが、申請資格を満たさなければならない。

　（４）複数申請の禁止

　　　　①単独で応募した法人等は、グループ申請の構成員となることができない。

②グループの構成員は、他のグループの構成員となることができない。

　

３　提出書類等　

（１）提出書類

	提　　出　　書　　類
	様　　式

	①指定管理者の指定に係る申請書

　注：　グループ申請の場合、グループ構成員表（様式第２号）を併せて提出すること。
	様式第１号

	②次に掲げる内容を具備した公の施設の事業計画書

　ア　指定期間に係る会計年度ごとの収支予算

　イ　具体的な管理運営計画

　ウ　自主事業に対する基本方針及び自主事業の提案がある場合は、その具体的な事業計画（実施時期、事業内容、収支計画等）
	任意様式

	③法人にあっては定款、その他の団体にあっては定款に準ずる書面
	当該書面 

	④法人にあっては登記簿謄本、その他の団体にあっては登記簿謄本に準ずる書面
	当該証明書

	⑤直近過去３会計年度の財務状況を証する書面

　注：　賃借対照表及び損益計算書又はこれらに類する書類、財産目録など。

　　　　団体全体としての税務状況を証する書面だけではなく、より厳密な財務状況の判断ができるよう、各事業会計の財務状況を証する書面についても提出することが望ましい。
	任意様式

	⑥直近過去３会計年度内に行った施設管理事業実績を証する書面

　注：　当該施設管理の実績には、指定管理者として施設管理を行った実績のほか、委託管理での施設管理の実績を含む。
	任意様式

	⑦法人にあっては役員、その他の団体にあっては団体を代表する者が、次のいずれにも該当しない者であることを宣誓する書面

ア　精神の機能の障害により役員又は団体の代表の職務を適正に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者

イ　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

ウ　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者（刑の執行猶予中の者を除く。）

エ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に定める暴力団員

⑧法人にあっては役員、その他の団体にあっては団体を代表する者が、その

責めに帰すべき理由により、法第２４４条の２第１１項の規定に基づく指

定管理者の指定を取り消された日に当該法人又はその他の団体の役員若

しくは団体を代表する地位にあり、かつ、当該日から２年を経過していな

い者に該当しない者であることを宣誓する書面
	様式第３号


　　　備考　所定の様式に記入しきれない場合は、適宜書類を追加すること。

　

　（２）申請に当たっての留意事項

　　　　①提出書類の内容変更の禁止

　　　　　提出期限後においては、提出書類の内容変更は認めない。

②不正等があった場合の失格

　申請者が次の要件に該当した場合は失格とする。

　ア　申請書類に虚偽又は不正があったとき

　イ　申請書類提出期限までに所定の書類が整わなかったとき

　　　　ウ　申請者または申請者の代理人その他関係者が、申請者を有利に又は他者を不利にする目的で、指定管理者選定会議又は指定管理者選考委員会の構成員に対し接触を求めたり、文書等を送付したり、利益を供与するなどした場合

　　　　エ　その他不正な行為があったと教育委員会が認めた場合

③提出書類の取扱い

　提出書類は、理由の如何にかかわらず返却しない。

④申請の辞退

　書類提出後に辞退する場合は辞退届を提出すること（任意様式）。

⑤提出書類の著作権、特許権等

提出書類の著作権は、申請者に帰属する。ただし、指定管理者に選定された法人等の提出書類については、教育委員会は審査結果の公表等に必要な場合その他教育委員会が必要と認める場合は、申請書類の全部又は一部を無償で使用できるものとする。

また、申請書類において、第三者の特許権、実用新案権、意匠権、表彰権その他日本国の法令に基づいて保護される権利の対象となっている事業手法、維持管理方法等を使用した結果生じた責任は、申請者が負うものとする。

⑥費用負担

　申請に要する費用は全て申請者の負担とする。

⑦追加書類の提出

　教育委員会は提出された書類を補足する資料の提出を求める場合がある。

　４　公募説明会

　　　申請方法、申請書類、指定管理業務、現場の状況等について説明会を下記のとおり開催する。

　　　なお、本説明会に参加しなくても、指定申請を行うことができる。

　　　　日　　時　　令和２年９月２５日（金）、午後１時３０分～

　　　　開催場所　　五所川原市役所　２階　会議室２Ａ
　　　　参加人数　　１団体２名以内

　　　　申込方法　　９月２３日（水）までに、参加申込書（任意様式）を郵送、ファックス又は電子メールにより申し込むこと。
　　　　申 込 先　　上記Ⅲの１の（２）に記載する提出先に同じ

　５　質問事項の受付

　　　申請に当たって質問がある場合は、次のとおり受け付ける。

　　　　　　　

　　　　期　　間　　令和２年９月１５日（火）から１０月９日（金）　まで

　　　　質問方法　　１０月９日（金）までに、質問票（任意様式）を郵送、ファックス又は電子メールにより質問すること（電話、口頭による質問は受け付けないものとする。）。
　　　　質 問 先　　上記Ⅲの１の（２）に記載する提出先に同じ

Ⅳ　指定管理者の候補者の選定

　　指定管理者の候補者は、圏民センターの管理部局での審査及び指定管理者選考委員会での審査を経て選定される。

　　なお、公募の締め切り後、候補者の選定までの間に、五所川原市から指名停止措置を受けた場合は、候補者としての資格を失う。

　　審査結果は、候補者の選定後、応募者に文書で通知する。

　　また、選定結果は、市議会での議決後、市ホームページにおいて公表する。

Ⅴ　指定管理者の指定と協定の締結

　１　指定管理者の指定

　　　指定管理者の候補者に選定された法人等は、議会での議決を経て、正式に指定管理者に指定される。

　２　協定の締結

　（１）協定の内容

　　　　教育委員会は、指定管理者の指定後、指定管理者と圏民センターの管理に関する細目的事項を協議し、次に掲げる事項を内容とする協定を締結する。

　　　　①管理業務の基本的事項（業務の内容、管理施設の範囲等）

②指定管理料及び利用料金に関する事項

③管理業務に関する責任分担に関する事項

④事業報告書の提出に関する事項

⑤業務報告に関する事項

⑥指定の取消し等に関する事項

⑦秘密保持、情報公開、個人情報の保護に関する事項

⑧管理業務の引継ぎに関する事項

⑨その他

　

（２）管理開始前の指定の取消し

　　　　指定管理者が管理の開始前までに次に掲げる事項のいずれかに該当するときは、指定管理者の指定を取り消し、協定を締結しない又は協定を解除できるものとする。

　　　　①財務状況の悪化等により事業の履行が確実でないと認められるとき。

②社会的信用を著しく損なうなど指定管理者として相応しくないと認められるとき。

Ⅵ　業務報告・調査等

　　教育委員会は、指定管理業務の実施状況を把握し、良好な管理状況を確保するため、指定管理者が管理の基準に沿った運営を行っているか、事業計画で示した業務を履行しているかを随時の報告や実地の調査により確認する。

　　この場合において、管理が良好でないと認められる場合は、教育委員会は改善措置を講ずる等の指導を行うものとする。なお状況が改善しない場合には、業務の全部又は一部の停止や指定の取消しを行うことがある。

様式第１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

五所川原市教育委員会教育長

指定管理者の指定に係る申請書

	名称又は団体名及び代表者氏名
	　

	住所又は所在地
	郵便番号

	連絡先
	電話　　　　（　　　）


　五所川原市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年五所川原市条例第６５号。以下「条例」という。)第３条の規定により、次のとおり申請します。

	指定を受けようとする公の施設名
	　五所川原市ふるさと交流圏民センター

	事業計画書及び添付書類
	　条例第３条第１号に基づく事業計画書に、同条第２号に基づく教育委員会が管理する公の施設の指定管理者の指定手続等に関する規則（平成１７年五所川原市教育委員会規則第４０号）において例によることとした五所川原市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成１７年五所川原市規則第５４号。以下「規則」という。）第４条第２項に規定する書面を添付します。

　□事業計画書

　□定款又は定款に準ずる書面

　□登記簿謄本又は登記簿謄本に準ずる書面

　□直近過去３会計年度の財務状況を証する書面

　□直近過去３会計年度内に行った施設管理事業実績を証する書面

□規則第４条第２項第５号に規定する宣誓書面

□規則第４条第２項第６号に規定する宣誓書面


様式第２号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
グループ構成員表
　　　　　　　　　
１  グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　構成員名称等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（構成員）　　　法人等の所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　法人等の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　（構成員）　　　法人等の所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　法人等の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　
　（構成員）　　　法人等の所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　法人等の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　（構成員）　　　法人等の所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　法人等の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
この様式は、グループ申請を行う場合のみ提出してください。

グループの規約（案の段階でも可）、構成員の責任分担がわかるものを添付してください。（任意様式）
様式第３号

宣　誓　書

　私は、教育委員会が管理する公の施設の指定管理者の指定手続等に関する規則（平成１７年五所川原市教育委員会規則第４０号）において例によることとした五所川原市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成１７年五所川原市規則第５４号）第４条第２項第５号アからエまでに該当しない者であること及び第６号に該当しない者であることを宣誓します。

　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　法人等の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　役職名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　

　　　　　　　　　　　本籍　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　生年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　五所川原市教育委員会教育長　　　　　　　　　　

　　※氏名は必ず自署すること。

　　※法人にあっては役員全員、その他の団体にあっては団体を代表する者
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